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彩の国   埼玉県 

御意見をお寄せください。 
「第３次埼玉県薬物乱用対策推進計画（案）」に対する御意見をお持ちしています。 

 

 【募集期間】 

    令和 2 年 11 月 1 日（日）～令和 2 年 11月 30 日（月）（当日消印有効）  

 【提出方法】 

  御意見は別紙様式に記載の上、郵送、ファクシミリ、電子メールのいずれか 

 の方法で提出してください。 

  また、電話等による口頭での意見はお受けできませんので、御了承ください。

（郵 送）〒330-9301 さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

    埼玉県保健医療部薬務課 薬物対策・献血担当あて 

（ＦＡＸ）048-830-4806 

（メール）a3620-07@pref.saitama.lg.jp 

※メールの件名を「第３次埼玉県薬物乱用対策推進計画（案）への意見」と 

 してください） 

 

〇県民の皆様の御意見をいただき、諸手続を経て計画を策定する予定です。 

〇計画案は埼玉県のホームページでもご覧いただけます。 

http://www.pref.saitama.lg.jp/a0707/dame-zettai/plan-ikenbosyu.html 
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第１章 基本的な考え方                      

１ 計画策定の趣旨 

埼玉県では、麻薬、覚醒剤等の薬物乱用防止対策について、その対策を総合的かつ効果

的に推進することを目的に、昭和48年９月に薬物乱用防止対策推進埼玉県本部を設置し、

薬物乱用の根絶を目標に取り組んできました。 

その後、平成23年６月に組織の見直しを行い、埼玉県薬物乱用対策推進会議を設置し、

継続して本県における薬物乱用対策を推進してきました。 

平成27年４月には、危険ドラッグ等の新たな薬物の乱用や薬物事犯者の再犯率が６割を

超えるなど薬物を取り巻く情勢の変化に対応するため、「埼玉県薬物の濫用の防止に関す

る条例（平成27年条例第19号。以下「条例」という。）」を制定し、薬物の乱用の防止に

関する施策を総合的かつ計画的に推進することになりました。 

 そのため、条例第３条の趣旨を踏まえ、平成27年度に「埼玉県薬物乱用対策推進計画（以

下「計画」という。）」、平成30年度に第２次計画を策定し、関係行政機関及び関係団体

が強固な連携のもと、薬物乱用対策を推進してきました。 

 本計画は、国において平成30年８月に策定された「第五次薬物乱用防止五か年戦略」を

踏まえ、第２次計画の体系を生かしつつ、埼玉県内の関係機関が実施する薬物乱用対策を、

地域の実情に応じた計画として策定するものです。 

 

２ 計画の総合目標  

県民が安心して暮らすことができる薬物乱用のない社会をつくる 

 

３ 計画の期間    

令和３年度から令和５年度までの３か年計画 

 

４ 計画のポイント 

(1) 計画は条例の趣旨及び県内の薬物乱用を取り巻く情勢を踏まえ、「予防啓発」、「回

復支援」及び「取締指導」を柱として体系化しています。 

(2)総合目標を達成するため、この３つの柱に対して基本目標を定めています。 

(3)県の取組のほか、国の関係機関及び県内の関係団体の取組を位置づけることにより、

連携の強化を図っています。 
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５ 計画の基本構成    

(1) 埼玉県における薬物事犯の情勢等 

  県内の薬物事犯の検挙者数の推移や再犯率、年代別の傾向等を分析しています。 

(2) 埼玉県の薬物乱用対策の現状と課題 

本県における薬物乱用対策の取組の現状を分析し、今後取り組むべき課題を明らか

にします。 

  (3) 埼玉県の薬物乱用対策の体系 

取り組むべき課題を踏まえて、本計画における総合目標及び基本目標を示します。

総合目標は数値化するとともに、基本目標の達成を目指す施策体系を示します。 

  (4) 施策の展開 

  ア 基本目標を達成するための施策に係る県の主な取組を示します。 

  イ 埼玉県薬物乱用対策推進会議に参加している国の関係機関及び県内の関係団体の

事業や取組を示します。 

 

 

薬物乱用対策の３つの柱と推進体制 
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第２章 埼玉県における薬物乱用をめぐる現状と課題    

１ 薬物事犯の検挙者数の推移  

(1) 全般的傾向 

県内における薬物事犯の検挙者数はここ数年500人前後であり、横ばいで推移して

います。しかしながら、検挙者数の年齢層に着目すると10代及び20代（以下、「若年

層」という。）の検挙者数は増加傾向にあり、全体における割合も平成27年と比べ約

８ポイント増加しています。このことより、引き続き若年層を対象とした薬物乱用防

止の啓発活動が重要であることがうかがえます。（図１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、検挙者のうち初犯者率が約５割と一定数が検挙されていることから薬物乱用

への入り口が身近にあることを示すと同時に、再犯者率も約５割に及ぶことから薬物

に再び手を染める者が後を絶たないことを示しています。（図２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２：全薬物事犯における初犯者数（初犯者率）・再犯者数（再犯者率）の推移 

図１：全薬物事犯検挙者数の推移（指定薬物を除く） 
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薬物別の検挙者数を見ると、覚醒剤の検挙者が引き続き多数を占めていますが、一

方、大麻の検挙者の増加傾向が顕著となっています。また、対策の強化が図られた指

定薬物（危険ドラッグ）は、検挙者が減少しています。これは、危険ドラッグの入手

が困難となり、大麻の使用等へ移行したものと推察されます。（図３） 

   職業別の検挙者の割合では、約５割が無職者となっています。（図４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 覚醒剤 

覚醒剤による検挙者数は減少の傾向が見られますが、依然として全薬物事犯者の約

７割を占めており、薬物乱用対策の最も重要な課題となっています。また、全体の検

挙者数はここ数年減少傾向にありますが、若年層の検挙者数は横ばいとなっており、

直近（令和元年）では、全体における若年層の割合は約13.5%となっています。（図５）

（図６） 

全国的な傾向として年齢を重ねるごとに再犯率は高くなる傾向にあり、若いうちか

ら覚醒剤に手を染めると、その後長い期間抜け出せない状況であることがうかがえま

す。（図７） 

図３：薬物別の検挙者数の推移（指定薬物を含む） 

図４：職業別の検挙者数の推移 
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図５：覚醒剤事犯検挙者数の推移 

図６：全薬物事犯の薬物毎の内訳 

図７：覚醒剤事犯検挙者の再犯率の推移 
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(3) 大麻 

大麻による検挙者数は、全薬物事犯者の約25％（令和元年）であり、平成27年と比

べて２倍以上に増加しています。（図６） 

大麻事犯の検挙者の半数は若年層であり、覚醒剤の乱用に至る入り口となっている

側面もあることから、若年層への対策が必要であると考えます。（図８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 麻薬・向精神薬 

麻薬や向精神薬は医療に欠かせないものですが、一方でこれらの薬物による事犯が

発生しています。検挙者数は平成25年までは１０人未満で推移していましたが、平成

26年は23人と急増しました。 

これは危険ドラッグの成分として、後に麻薬に指定された成分が使われていたこと

によるものです。（図９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９：麻薬・向精神薬事犯検挙者数の推移 

図８：大麻事犯検挙者数の推移 
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(5) 指定薬物（危険ドラッグ） 

指定薬物は医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（以

下、「医薬品医療機器等法」という。）により輸入、製造、販売、所持、使用、購入

及び譲り受け等が禁止されており、平成26年12月からは検査命令・販売等停止命令の

対象物品の拡大、広告中止命令の創設等により、効果的に指導・取締りが可能となり

ました。 

平成26年12月の規制・取締指導の強化により、平成26年をピークに減少傾向となっ

ています。（図10） 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10：指定薬物事犯検挙者数の推移 
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２ 予防啓発の状況 

  (1) 取組の現状 
ア 学校における薬物乱用防止啓発 

(ｱ) 薬物乱用防止教室の実施 

県では、児童生徒に対して薬物の正しい知識の普及のため、小・中・高等学校

及び特別支援学校に対し薬物乱用防止教室の実施を働きかけており、令和元年度

は全ての国・公立学校において薬物乱用防止教室が行われました。一方、私立の

小・中・高等学校及び特別支援学校については、薬物乱用防止教室の実施率が  

全国平均（50.5％：平成30年度（特別支援学校を除く））より高いものの69.9％

に留まっています。（表１） 

 

表１：令和元年度薬物乱用防止教室実施状況 

区分 

公私 

実施校 / 学校数 
合 計 

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 

公立 

(さいたま市を除く) 

703 / 703 355 / 355 141 / 141 41 / 41 1,240 / 1,240 

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

さいたま市立 
105 / 105 60 / 60 3 / 3 2 / 2 170 / 170 

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

私立 
3 / 5 23 / 31 39 / 56 0 / 1 65 / 93 

60.0% 74.2% 69.6% 0.0% 69.9% 

国立 
1 / 1 1 / 1 1 / 1 1 / 1 4 / 4 

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

合計 
812 / 814 439 / 447 184 / 201 44 / 45 1,479 / 1,507 

99.8% 98.2% 91.5% 97.8% 98.1% 

 

(ｲ) 薬物乱用防止指導員の委嘱 

県では、薬物乱用防止の啓発活動を積極的に行うため、薬物乱用防止指導員を

委嘱しています。薬物乱用防止指導員は主に医師、薬剤師及び保護司等のボラン

ティアから構成されています。 

薬物乱用防止指導員は地域におけるイベント等の場を活用して薬物乱用防止

啓発活動を行うとともに、学校での薬物乱用防止教室や各種会合等での講演会の

講師を行っています。 

・薬物乱用防止指導員数 400名（令和２年４月１日現在） 

・令和元年度の薬物乱用防止教室への派遣回数 202 回 

 

(ｳ) 薬物乱用防止指導員等を対象とした研修会の実施 

県では、薬物乱用防止教室の講師となる薬物乱用防止指導員や学校薬剤師、教

職員等を対象に薬物乱用防止に関する研修を実施し、最新の情報を提供するとと

もに指導力の向上に取り組んでいます。（表２） 
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年度 研修会名 参加者 対象者 

平成 30年 新任薬物乱用防止指導員研修会 48人 新任薬物乱用防止指導員等 

平成 30年 薬物乱用防止教育研修会 450人 
教職員、学校薬剤師、薬物乱

用防止指導員等 

令和元年 学校薬剤師研修会 225人 
学校薬剤師、薬物乱用防止指

導員等 

令和元年 薬物乱用防止指導員研修会 92人 薬物乱用防止指導員等 

 

イ 地域に密着した薬物乱用防止啓発活動 

(ｱ) 薬物乱用防止指導員協議会の設置 

県では、地域における薬物乱用防止活動を計画的かつ積極的に行うため、県保

健所毎に薬物乱用防止指導員協議会を設置しています。薬物乱用防止指導員協議

会では、薬物乱用防止啓発キャンペーン等を計画・実施するほか、薬物乱用防止

指導員の資質向上の研修会や薬物乱用防止教室への講師の派遣等を行っていま

す。 

 

(ｲ) 街頭キャンペーン等の実施 

青少年をはじめ広く県民に薬物乱用防止を呼び掛けるため、県は関係機関・関

係団体と連携して街頭やスポーツイベント会場等で啓発キャンペーンを実施し

ています。 

令和元年度は27会場において40,087人に啓発資材を配布しました。 

 
(ｳ) 地元商店街、自治会及び市町村と連携した薬物乱用防止啓発事業 

商店街、自治会及び市町村等と連携し、危険ドラッグや大麻の危険性について

の正しい知識を啓発できるよう、県や薬物乱用防止指導員協議会等が啓発活動を

実施しています。 

令和元年度は麻薬・覚醒剤乱用防止運動（10/1～11/30）として46会場におい

て94,507人に対し啓発資材を配布しました。 

 

ウ 各種広報媒体を活用した薬物乱用防止啓発情報の発信 

県及び県警察は、テレビ・ラジオ・広報紙・ホームページ等の広報媒体を活用し、

県民に薬物乱用を未然に防止するための最新の情報を発信しています。 

 
エ 不動産業界団体との協定 

県及び県警察は、公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会及び公益社団法人全日

本不動産協会埼玉県本部と各々、「危険ドラッグの販売等の防止に関する協定」（以

下、「協定」という。）を締結しています。 

表２：主な薬物乱用防止指導員等を対象とした研修会 
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これにより各不動産事業者を通じ薬物乱用防止啓発活動の推進を図っています。 

○締結日：平成26年11月18日（火） 公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会 

平成27年３月１日（水） 公益社団法人全日本不動産協会埼玉県本部 

 

オ 特定の対象者に対する薬物乱用防止啓発 

再犯率の高い中高年層や無職少年及び有職少年を対象とした啓発として、関係団

体の協力を得ながらパチンコ店、ゲームセンター、公営競技場、レジャーホテル、

映画館、運転免許センター、自動車教習所等においてポスターの掲示又は啓発資材

の配布を行っています。 

 

カ 条例に基づく予防啓発 

条例第８条に基づき、県は薬物に関する情報を収集・整理するとともに、薬物の

乱用による危害から県民の健康及び安全を確保するための情報提供を行います。ま

た、条例第９条に基づき、県民が薬物の危険性に関する正しい知識に基づき行動す

る事ができるよう、教育及び学習を推進します。 

 

(2) 課題 

ア 県内における薬物事犯の検挙者は減少していない。薬物乱用を拒絶する行動が

とれるよう規範意識の醸成を少年期から図る必要があるため、すべての学校で児

童生徒を対象に薬物乱用防止教室を開催する必要がある。 

イ 平成27年以降増加傾向にある大麻事犯の検挙者の半数近くは若年層であるこ

とから、若年層に対し、大麻をはじめとした違法薬物に対する危険性や有害性に

ついて効果的に啓発する必要がある。 

ウ 薬物事犯の検挙者の約５割は無職者であるため、無職者に対しても多様化する

乱用薬物の恐ろしさを効果的に啓発する必要がある。 
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３ 回復支援の状況 

(1) 取組の現状 

ア 薬物依存症の治療 

薬物事犯の再犯者率が約５割と高い状況にあります。理由として、薬物依存症か

らの回復が難しいことが一因と言われています。薬物乱用対策を推進するうえで薬

物依存症者による薬物の再乱用を防止することが重要ですが、薬物依存症は専門的

な医療機関での治療が必要とされます。（図２） 

県内では、県立精神医療センターが、認知行動療法プログラムによる薬物依存症

の専門治療を行っています。県立精神医療センターでは、県立精神保健福祉センタ

ーや保健所等の関係機関、薬物依存症の回復と社会復帰支援に取り組むNPO法人と

連携しながら、薬物依存症の治療を行っています。 

県立精神医療センターにおける薬物依存症の患者数は令和元年度において新規

の外来患者数が87人、入院患者数が64人に達しています。（図15） 

このような状況から、医療機関での治療を必要とする薬物依存症者数は依然高い

水準を維持しており、県では薬物依存症者に対する治療が可能な医療機関の整備を

促進するなど、薬物依存症の治療体制の充実に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 薬物依存症者の社会復帰支援 

薬物依存症者の回復のためには、薬物依存症の治療だけでなく健全な社会に復帰

するための支援を行う必要があります。 

再犯防止と改善更生を図る一環として、薬物使用等の罪を犯した者に対する刑の

一部執行猶予制度が平成28年６月に施行されました。これにより刑期を残して社会

に出る覚醒剤等事犯者は保護観察を付され、地域社会の中で回復の支援を受けるこ

ととなります。 

県では、県内の薬物依存症の回復と社会復帰に取り組む民間団体（以下「薬物回

復支援団体」という）と連携して薬物依存症者の回復を支援するとともに、薬物依

存症者の家族の交流会等を通じ薬物依存症者及びその家族の支援を行っています。 

図 15：県立精神医療センターにおける薬物依存症の患者数

の推移 
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ウ 薬物問題に対する相談体制 

薬物を乱用してしまった場合には、早期発見・早期対応が重要となり、薬物乱用

者（薬物依存症者を含む）の状態及び状況に応じた対応が必要です。 

薬物に関する薬物乱用者及びその家族等からの相談については、県立精神保健福

祉センター、県薬務課、県保健所、市保健所、さいたま市こころの健康センター及

びさいたま法務少年支援センター非行防止相談室ひいらぎ（さいたま少年鑑別所）

等で応じています。これらの機関では、相談者が抱えている問題への対処方法や薬

物依存症の治療に結びつけるための助言を行っています。 

また、相談内容も多様化しているため、相談対応者の資質向上等を含めた相談体

制の充実強化に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 条例に基づく回復支援 

条例第10条に基づき、県は、薬物依存症からの患者の回復に資するため、医療機

関その他の関係機関及び薬物乱用防止を目的とする団体と連携を図るとともに、相

談体制及び専門的な治療等に関する体制の整備等を推進しています。 

 

 (2) 課題 

ア 薬物事犯者の再犯者率が約５割と、薬物依存症からの回復は相当な困難を伴うた

め、薬物依存症者の回復支援に取組む必要がある。 

イ 県内の薬物依存治療を行う医療機関において、薬物依存症の治療の充実を図る必

要がある。 

ウ 薬物依存症からの回復のためには社会復帰に向けた支援が重要であり、支援体制

を充実強化する必要がある。 

エ 県内の薬物回復支援団体の支援を通じて薬物依存症者の社会復帰を進める必要が

ある。 

オ 薬物問題に関する相談の増加及び相談内容の多様化に対応するため、相談体制を

充実強化する必要がある。 

図 16：埼玉県内における薬物に関する相談件数及び主な相談薬物の内訳 
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４ 取締指導の状況 

(1) 取組の現状 

ア 麻薬、覚醒剤等の薬物事犯への対応 

県警察では薬物の供給源となる密売組織を壊滅し、また、密売組織の維持、拡大

を支える末端乱用者に対する取締りを徹底し、薬物需要の根絶に取り組んでいます。

令和元年には489人を検挙し、覚醒剤を約28kg、大麻を約9.4kg 押収するとともに

犯罪組織を壊滅させています。（図１、図17） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 麻薬、向精神薬及び覚醒剤原料取扱施設への監視指導 

医療用の麻薬、向精神薬及び覚醒剤原料を取扱う医療機関及び使用量は増加傾向

にあります。県ではこれら医療用の麻薬等が不正に流通し悪用されないよう、医療

機関等の麻薬、向精神薬及び覚醒剤原料取扱施設の監視指導を行っています。令和

元年度は4,229施設の監視指導を行い、麻薬等の適正な管理及び使用を指導しまし

た。（図18） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18：麻薬等取扱施設数及び監視件数の推移 

図 17：覚醒剤・大麻の押収量の推移 
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ウ 危険ドラッグ販売店舗に対する立入検査等の実施 

平成26年度に危険ドラッグによる健康被害や交通事故等の二次被害が深刻な社

会問題となったことから、最大17店舗あった危険ドラッグ販売店に対し、県と県警

察等が連携して延べ85回、立入検査及び販売中止の警告等を行い、平成26年12月に

は全ての店舗が廃業しました。 

その後も、店舗販売を再開していないか定期的に監視を行い、県内の危険ドラッ

グ販売店舗数０を維持しています。（図19） 

 

エ インターネットにおける危険ドラッグ販売サイト等への対応 

危険ドラッグの販売は店舗以外にインターネット上で行われていることから、イ

ンターネット上の危険ドラッグ販売店舗に販売の中止及び広告の削除について警

告メッセージを送付するとともに、国を通じて及びプロバイダに対して直接、違法

広告の削除要請を行っています。 

当初確認された、埼玉県内に所在すると疑われる危険ドラッグ販売サイト49サイ

ト（平成26年８月13日）については、警告及び削除要請の結果、平成27年11月には

全て削除されました。 

その後も、新たな販売サイトが営業していないか監視を行い、県内に所在すると

疑われる危険ドラッグ販売サイトは０を維持しています。（図19） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 地下化する販売形態への対応 

危険ドラッグの販売店舗の撲滅により販売形態がより摘発されにくい形態（地下

化）になる傾向が見受けられます。そこで、通信販売サイトの取締指導を徹底する

とともに、危険ドラッグの配達（デリバリー）販売への対策に取り組んでいます。 

 

 

 

 

図 19：危険ドラッグの販売店舗数及びインターネット販売サイト数の推移 
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カ 条例に基づく取締指導 

危険ドラッグの県内への流通を未然に食い止めるため、国及び他の自治体と連携

し、条例第11条に基づき、法律より早く国に先んじて知事指定薬物を指定し、知事

指定薬物の製造や販売等を規制しています。これまでに91成分を指定しています。

（令和2年8月26日現在）（図20） 

また、条例第14条に基づき、県職員、県警察職員が知事指定薬物を取り扱ってい

る疑いのある場所を立入調査することにより、危険ドラッグの撲滅を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キ 乱用薬物の多様化 

覚醒剤取締法、麻薬及び向精神薬取締法及び医薬品医療機器等法等で規制されて

いる薬物の化学構造を一部変えるなど、法規制をすり抜ける新たな危険ドラッグが

現れています。 

また、自転車の空気補充用ガスとして小型金属製ボンベに充填されたものや電子

タバコのカートリッジなど新たな形状で流通する危険ドラッグも現れています。 

県では、インターネット販売サイトの監視や買上検査を実施し、早期の発見及び

流通の未然防止に努めています。 

 

ク 不動産業界団体との協定 

協定に基づき公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会及び公益社団法人全日本

不動産協会埼玉県本部において提供している建物賃貸借契約書例の特約事項欄、重

要事項説明書の記入例として、危険ドラッグの販売等を禁止する事項及び当該禁止

事項に違反した場合の契約を解除する事項を作成し、会員へ周知することにより、

危険ドラッグの販売店舗の出店の未然防止を図っています。 

 

 (2) 課題 

ア 大麻、麻薬及び覚醒剤等の県内での流通や乱用を防止する必要がある。 

イ 麻薬取扱施設は増加傾向にあり、これらの監視指導を徹底することにより不正流

通麻薬等の発生を引き続き防止する必要がある。 

図 20：知事指定薬物数の推移 
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ウ 危険ドラッグの流通はインターネットやデリバリーなど、いわゆる「地下化」に

なっており、引き続き対策を講ずる必要がある。 

エ 次々と現れる危険ドラッグの成分となる薬物に対し取締りを徹底する必要がある。 

 

【出典】 

図１～６,８～10：県警察本部薬物銃器対策課 

図７：警察庁 組織犯罪対策ホームページ 

図 15：県立精神医療センター 

図 16：県立精神医療センター、薬務課 

図 17：県警察本部薬物銃器対策課 

図 18～20：薬務課 

表１：総務部学事課、教育局保健体育課 

表２：教育局保健体育課、薬務課 
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第３章 

埼玉県の薬物乱用対策の方向 

 
１ 第２次計画の取組及び成果 

２ 今後の薬物乱用対策の方向 

３ 数値目標及び計画の体系 
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第３章 埼玉県の薬物乱用対策の方向            

１ 第２次計画の取組及び成果 

 (1)数値目標 

第２次計画では、大麻事犯が顕著に増加しており、そのうち約半数は若年層であるこ

と及び当県においてスポーツの世界大会が開催されるため、諸外国との交流が活発化す

ることで海外における薬物情勢の影響を受け、安易に薬物を手にすることが懸念される

ことを踏まえ以下の数値目標を掲げました。 

 

目標項目 
平成 29 年 12 月末 

【参考値】 
令和２年度末 
【目標値】 

違法薬物を拒絶する規範意識の向上（若年層） 

①新たな教材・啓発資材注１）の普及率 

②薬物乱用による害の正しい知識の理解度 

③薬物乱用に対する拒絶意識の割合 

 

①  － 

② 73.4％注２） 

③ 63.0％注２） 

 

① 100％ 

② 85％以上 

③ 80％以上 

重点取組：若年層に対する大麻の正しい知識の啓発 

 

 

 

 

(2)結果 

 「①新たな教材・啓発資材の普及率」について、大麻の乱用防止啓発に特化したリー

フレット及びスライドを作成しました。令和２年度の薬物乱用教室等から活用が始まっ

ており、普及率 100％は到達できると考えられます。 

 「②薬物乱用による害の正しい知識の理解度」及び「③薬物乱用に対する拒絶意識の

割合」について、大麻乱用による危険性の理解度及び大麻への拒絶意識を持っている方

の割合を把握するため街頭アンケート等を実施しました。第２次計画では、令和２年度

の理解度及び割合が目標値となっておりましたが、新型コロナウイルスの影響でキャン

ペーンが実施出来ず、目標の達成を確認することは出来ませんでした。近年、大麻事犯

が顕著に増加しており、特に若年層での乱用が多いことが問題となっていることを鑑み

ると、この２つの目標は引き続き次期計画においても掲げる必要があると考えます。ま

た、薬物乱用教室等の若年層に向けた啓発機会を中心にアンケートを実施し、理解度に

応じて啓発内容の更新等を実施していく必要があると考えます。 

   

 

 

 

 

注１）学校等での薬物乱用防止教室や県政出前講座で使用する教材、街頭キャンペーン等で使用する

啓発資材 

注２）平成29年度に実施した薬物乱用防止キャンペーンにおける街頭アンケート等での結果 
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（参考） 

数値目標（令和２年度末） 

平成 30年度 令和元年度 

実績 実績 

①新たな教材・啓発資材の普及率 100％ 新教材の作成 新教材の作成 

②薬物乱用による害の正しい知識の理解度 85％以上 77.6％ 73.3％ 

③薬物乱用に対する拒絶意識の割合 80％以上 61.2％ 64.3％ 

 

 

 

２ 薬物乱用の現状 

 平成27年度から埼玉県薬物乱用対策推進計画を定め、「予防啓発」「回復支援」「取締

指導」の３つの柱により、薬物乱用対策を実施してきたところですが、依然として全薬物

事犯の検挙者数は500人前後で横ばいに推移しています。なかでも大麻事犯は増加傾向が顕

著になっており、その約半数は若年層が占めています。大麻はゲートウェイドラッグとも

呼ばれ、より強い刺激を求めるようになり、覚醒剤など他の薬物の乱用につながることか

ら、若年層を中心に大麻の危険性・有害性について啓発を強化することが重要です。 

 令和元年度厚生労働行政推進調査事業「薬物使用に関する全国住民調査（２０１９年）」

では、大麻使用者が増加する背景には、以下の３つの要因を推定しています。 

 第一の要因は、大麻の入手機会の変化です。大麻使用に誘われる機会は確実に増加しお

り、2019年調査では、大麻使用に誘われた経験を持つ一般住民は、全体の3.4％であり、1995

年からの20年以上におよぶモニタリング期間中で最も高い値です。また、過去１年以内に

大麻使用に誘われた経験も0.27％と報告され、他の薬物に比べて突出しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 薬物使用に誘われた経験率の推移 

図 22 薬物使用に誘われた経験率(過去１年)の 

   推計値(2019年) 
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 第二の要因は、大麻使用に対する意識の変化です。大麻使用を肯定する考えが、若年層

で広がりつつあり、大麻を使用することに対しては、９割以上の一般住民が「使うべきで

はない」と考えている一方で「少しなら構わない」あるいは「個人の自由」と考えるもの

が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第三の要因は、危険ドラッグからの転向の可能性です。規制強化後に、危険ドラッグか

ら他の物質に依存対象を変えた患者のうち、約半数が覚醒剤や大麻といった他の違法薬物

に切り替えていたことが報告されています。そのため、大麻使用者の増加の背景には、危

険ドラッグ・ブームの終息が何らかの影響を与えている可能性は否定できません。 

 一方、全国住民調査（国立精神・神経医療研究センター）によれば、薬物使用経験を持

たない者に対して、薬物使用しない理由を尋ねたところ、「そもそも薬物に興味がない」

という理由が最も多く、次に「法律で禁止されているから」、「身体や精神に悪影響があ

るから」と続きました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、令和元年における組織犯罪の情勢（警察庁）によると、大麻乱用者が大麻を初め

て使用した動機として、若年層では「好奇心・興味本位」「その場の雰囲気」が約８割と

なっており、また、大麻に対する危険性については、「全くない」「あまりない」の割合

が覚醒剤の5.9％に比べ、大麻は78.9％であり危険性の認識が低いことが明らかになりまし

図 23 大麻、覚醒剤を容認する考えを持つ者の推移 

  「少しなら構わない」と「個人の自由」の合計 

図 24 薬物使用経験を持たない者の「薬物使用」しない理由 
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た。さらに、大麻の危険性を軽視する者の多くは「大麻が合法な国がある」「依存性はな

い（弱い）」「酒や煙草よりも害はない（少ない）」といった誤った認識を持っており、

その情報の多くは「友人・知人」や「インターネット」から入手していることが分かりま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 大麻事犯が増加している原因として、インターネット、ＳＮＳに「大麻は危険ではない」

等という誤った情報が広がっていることにより、若年層を中心に興味本位で大麻の使用を

始めてしまうことが考えられます。 

 

３ 数値目標及び体系  

(1) 総合目標 

条例の目的である「県民が安心して暮らすことができる社会」を実現するため、こ

の計画が目指すべき総合目標を「県民が安心して暮らすことができる薬物乱用のない

社会をつくる」としました。また、総合目標を達成するための指標として数値目標を

定め、薬物乱用対策のための施策を推進します。 

(2) 数値目標 

 大麻事犯が増加傾向にあることから、若年層を中心に「身体や精神に悪影響を及ぼ

す」という危険性・有害性について正しい知識をもって、興味本位やその場の雰囲気

に惑わされることなく、拒絶する行動がとれるよう規範意識の醸成を図る必要があり

図 25 大麻を初めて使用した動機 図 26 大麻及び覚醒剤に対する危険性の認識の比較 

図 27 大麻に対する危険性を軽視する理由 

図 28 大麻に対する危険性を軽視する情報 

   の情報源 
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ます。 

 数値目標としては、第２次計画で策定した数値目標「薬物乱用による害の正しい知

識の理解度」「薬物乱用に対する拒絶意識の割合」については、薬物拒絶意識の醸成を

図るためにも重要な数値であり、薬物乱用防止教室の効果を判定するための指標にも

なることから、本計画においても引き続き取り組みます。また、青少年による薬物乱

用を防止するためには、薬物乱用防止教室やキャンペーンでの啓発が必要であり、そ

れらを担う薬物乱用防止指導員の活動率を高めることが重要であることから、「薬物乱

用防止指導員の活動率」を新たな目標として定めることとしました。 

 

数値目標（令和５年度末） 
現状 

※令和元年度 

①薬物乱用による害の正しい知識の理解度 85％以上 73.3％ 

②薬物乱用に対する拒絶意識の割合 80％以上 64.3％ 

③薬物乱用防止指導員の活動率 90％以上 80.0％ 

(3) 計画の体系 

前章において整理した課題を踏まえ、今後の薬物対策の方向を整理し、３つの基本

目標と、それを達成するための９つの施策を体系化しました。 

 

ア 基本目標Ⅰ  

予防啓発の充実強化による薬物乱用の未然防止の推進 

 

《施策１》 学校における薬物乱用防止教育の充実強化 

（取組１）薬物乱用防止意識を向上させる教育の実施 

（取組２）効果的な啓発資材の作成及び配布 

（取組３）創作活動を通じた薬物乱用防止意識の向上 

 

《施策２》 青少年を中心とした地域社会全体の薬物根絶意識の醸成と未然防止のた

めの取組強化 

（取組４）各種運動、キャンペーンによる啓発活動の実施   

（取組５）各種媒体を用いた薬物乱用防止啓発情報の発信 

（取組６）地域住民への啓発活動の推進 

（取組７）青少年を有害情報から守る取組の強化 

（取組８）青少年、家庭及び地域社会に向けた薬物乱用防止啓発資材の作成・配布 

 

《施策３》 薬物乱用防止のための普及啓発への支援の充実 

（取組９）薬物乱用防止活動を担う人材の育成 

（取組10）啓発活動への支援 
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  イ 基本目標Ⅱ  

薬物依存症からの回復の支援及び薬物乱用者の家族等への支援の充実強化によ 

る再乱用防止の徹底 

 

《施策４》 薬物依存治療体制の充実 

（取組 11）薬物依存症者に対する医療の提供 

（取組 12）薬物依存症治療に係る医療体制の整備 

 

《施策５》 社会復帰支援に向けた回復支援の充実強化 

（取組 13）薬物事犯者に対する更生支援 

（取組 14）回復支援に取組む団体との連携 

 

《施策６》 関係機関による相談体制の充実強化 

（取組 15）薬物問題に対する相談体制の充実 

（取組 16）回復支援に取組む関係者への支援 

 

  ウ 基本目標Ⅲ  

取締指導の充実強化による乱用薬物の流通阻止の徹底 

 

《施策７》 大麻、麻薬、覚醒剤等の規制薬物の取締りの充実強化 

（取組 17）薬物密輸・密売組織の壊滅、末端乱用者に対する取締りの徹底 

（取組 18）不正大麻・けし撲滅運動の実施 

 

《施策８》 正規流通麻薬、向精神薬等の適正な管理の徹底 

（取組 19）医療機関等への監視指導の徹底 

（取組 20）偽造・変造処方箋対策の徹底 

 

《施策９》 多様化する乱用薬物等に対する迅速な対応による薬物の流通阻止 

（取組 21）危険ドラッグ等の監視指導の強化 

（取組 22）新たな乱用薬物等の流通及び使用実態の把握 

（取組 23）知事指定薬物の迅速な指定による規制の強化 

 

 

 

(3) 政府の薬物乱用防止五か年戦略との関係 

本計画は、第五次薬物乱用防止五か年戦略（平成30年８月）の戦略目標及び対策を

踏まえ、本県の実情に合わせた体系としています。 
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国の戦略目標（第五次五か年戦略） 本計画における取組の方向性 

目標１ 

青少年を中心とした広報・啓発を通じた国民

全体の規範意識の向上による薬物乱用未然

防止 

＜３つの柱－１（予防啓発）＞ 

予防啓発の充実強化による薬物乱用

の未然防止の推進 

目標２ 

薬物乱用者に対する適切な治療と効果的な

社会復帰支援による再乱用防止 

＜３つの柱－２（回復支援）＞ 

薬物依存症からの回復の支援及び薬

物乱用者の家族等への支援の充実強

化による再乱用防止の徹底 

目標３ 

薬物密売組織の壊滅、末端乱用者に対する取

締りの徹底及び多様化する乱用薬物等に対

する迅速な対応による薬物の流通阻止 
＜３つの柱－３（取締指導）＞ 

取締指導の充実強化による乱用薬物

の流通阻止の徹底 
目標４ 水際対策の徹底による薬物の密輸入阻止 

目標５ 
国際社会の一員としての国際連携・協力を通

じた薬物乱用防止 

 

 

【出典】 

 図21～24：「薬物使用に関する全国住民調査（2019年）」 

      国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 

 図25～28：「令和元年における組織犯罪の情勢」 

      警察庁組織犯罪対策部組織犯罪対策企画課 

  

《国の戦略目標と本計画における取組の方向性との対比》 
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基本目標 施 策 

Ⅰ 
予防啓発の充実強化に 

よる薬物乱用の未然防

止の推進 

１ 学校における薬物乱用防止教育及び啓発の充実強化 

３ 薬物乱用防止のための普及啓発への支援の充実 

２ 青少年を中心とした地域社会全体の薬物根絶意識の醸成と

未然防止のための取組強化 

Ⅱ 
薬物依存症からの回復

の支援及び薬物乱用者

の家族等への支援の充

実強化による再乱用防

止の徹底 

４ 薬物依存症治療体制の充実 

５ 社会復帰支援に向けた回復支援の充実強化 

６ 関係機関による相談体制の充実強化 

９ 多様化する乱用薬物等に対する迅速な対応による薬物の

流通阻止 

Ⅲ 
取締指導の充実強化に 

よる乱用薬物の流通阻

止の徹底 

７ 大麻、麻薬、覚醒剤等の規制薬物の取締りの充実強化 

８ 正規流通麻薬、向精神薬等の適正な管理の徹底 

総合目標：県民が安心して暮らすことができる薬物乱用のない社会をつくる 

埼玉県薬物乱用対策推進計画体系 
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第４章 

施策ごとの主な取組 

 
１ 予防啓発に関わる取組 

２ 回復支援に関わる取組 

３ 取締指導に関わる取組 
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○薬物乱用防止教室の開催等 

・県内（さいたま市を除く）の公立小・中学校・義務教育学校・高等学校及び特別支

援学校では、引き続き薬物乱用防止教室を実施し薬物乱用防止の啓発を徹底しま

す。【保健体育課】 

・さいたま市立の小・中・高等学校については、薬物乱用防止教室の開催を働きかけ、

薬物乱用防止の啓発の徹底を図ります。【薬務課】 

・県内の私立小・中・高等・特別支援学校について、薬物乱用防止教室の開催を働き

かけ、開催率の向上とともに薬物乱用防止の啓発を促進します。【学事課、薬務課】 

・薬物乱用防止教室、県政出前講座及び街頭キャンペーン等の機会をとらえ、県民の

薬物乱用に対する意識調査を実施します。【薬務課】新 

 

〇薬物乱用防止教育の実施 

・企業・大学等からの要請に基づき職員を派遣し、薬物乱用防止講座を県内各地で開

催します。【薬物銃器対策課】 

 

第４章 施策ごとの主な取組               

１ 予防啓発に関わる取組 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 薬物の乱用を未然に防止するためには、青少年のうちから薬物乱用の有害性・危険性に

ついて正しい知識を持たせ、薬物乱用を拒絶する規範意識を向上させることが重要です。 

 そこで県、県警察及び教育委員会が連携・協力して、学校教育における薬物乱用防止教

育を推進するとともに内容の充実を図ります。 

 また、最新の情報を盛り込んだ年齢層に応じた啓発資材を作成・配布等することにより、

より効果的な薬物乱用防止の啓発を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策１：学校における薬物乱用防止教育の充実強化 

施策２：青少年を中心とした地域社会全体の薬物根絶意識の醸成と 

    未然防止のための取組強化 

施策３：薬物乱用防止のための普及啓発への支援の充実 

 

基本目標Ⅰ：予防啓発の充実強化による薬物乱用の未然防止の推進 

施策１：学校における薬物乱用防止教育の充実強化 

取組１：薬物乱用防止意識を向上させる教育の実施 
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○薬物乱用防止啓発ポスターコンクールの実施 

  小・中学生、高校生、特別支援学校の児童生徒を対象とした薬物乱用防止啓発ポス

ターコンクールを実施します。児童生徒に対する薬物乱用防止の啓発に資するととも

に、優秀作品を活用したポスターを作成して県内各小中高等学校、特別支援学校に掲

示し、薬物乱用防止の啓発を実施します。 

  また、応募があった薬物乱用防止啓発ポスターを啓発資材に活用することにより、

同世代の青少年に対する啓発効果の向上を図ります。 

 【薬務課、(一社）埼玉県薬剤師会】 

 

〇啓発資材の作成及び配布 

・大麻の正しい知識を啓発することを目的とした啓発資材を作成し、薬物乱用防止教

室等において配布します。【薬務課】新 

・文部科学省、厚生労働省及び公益財団法人日本学校保健会等が作成した啓発資材を

配布し、薬物乱用防止教育に活用するとともに、使用する教材を最新の情報に更新

し効果的な啓発に役立てます。【学事課、保健体育課】 

・小学生及び中・高生向けの薬物乱用防止啓発資材を県警ホームページに掲載し、薬

物乱用防止教室等で活用します。【少年課】 

・近隣の高等学校からの依頼を受け、薬物乱用防止のための模擬授業を行うことで、

児童生徒や保護者等に薬物に関する正しい知識を啓発するとともに規範意識の向

上を図ります。【城西大学】新 

・大学の新入生に対して、薬物乱用防止の講義を行い、薬物に関する正しい知識を身

に着けさせるとともに、将来薬剤師になったときに行うべき地域・社会貢献につい

て意識付けを行います。また、入学時に禁煙に関する誓約書を提出させ、医療人と

しての自覚を促すとともに、ゲートウェイドラッグの排除を行います。【城西大学】

新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

取組３：創作活動を通じた薬物乱用防止意識の向上 

取組２：効果的な啓発資材の作成及び配布 



                       

34 

 

 

○ 街頭キャンペーン等の実施 

  関係機関、関係団体及び事業者等と連携して、街頭キャンペーン等を実施し、地域

に密着した薬物乱用防止啓発活動を行います。 

 ・「ダメ・ゼッタイ。」普及運動街頭キャンペーン及び募金活動 

 ・麻薬・覚醒剤乱用防止運動 

 ・社会を明るくする運動及び青少年の非行・被害防止全国強調月間合同キャンペーン 

 ・いじめ撲滅・青少年健全育成合同キャンペーン 

 ・薬と健康の週間での駅頭キャンペーン  

 ・矯正展における薬物乱用防止キャンペーン  ほか 

 【薬務課、保健所、青少年課、少年課、薬物銃器対策課、さいたま保護観察所、川越

少年刑務所、（一社）埼玉県医師会、（一社）埼玉県薬剤師会、（公財）埼玉県暴力

追放・薬物乱用防止センター、埼玉県薬物乱用防止指導員連合協議会】 

 

〇交通安全教育等での啓発活動の実施 

  交通安全教育等の機会に、危険ドラッグ等による交通事故の発生状況や対象に応じ

た啓発を実施し、危険運転の未然防止を図ります。【防犯・交通安全課】 

 

○取締強化期間等における広報活動の実施 

 規制薬物等の密輸の撲滅を図るため、取締強化期間（５月及び１０月）や年末にお

いて、駅や空港等の公共交通機関や街頭などで広報活動を実施し、薬物乱用防止の啓

発を実施します。【財務省東京税関】 

 

 

 

 

薬物の乱用を未然に防止するためには、地域社会において青少年に薬物を乱用させない

環境整備が必要であり、その推進には家庭や地域における薬物根絶意識の醸成を図ること

が重要です。また、学校に通っていない青少年に対して薬物乱用の有害性・危険性につい

て正しい知識を持たせ、薬物乱用を拒絶する規範意識を向上させる必要があります。 

 そこで県、県警察及び関係機関が連携・協力して、幅広く青少年、家庭及び地域社会に

対し薬物乱用防止の啓発を行うとともに、啓発内容の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組４：各種運動、キャンペーンによる啓発活動の実施 

施策２：青少年を中心とした地域社会全体の薬物根絶意識の醸成と未然防止の 

         ための取組強化 
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○地区保護司会による地域における薬物乱用防止教育の実施 

 地区保護司会による更生保護活動の一環として、学校や集会等において薬物乱用防

止教育を行います。【さいたま保護観察所】 

 

○薬物乱用防止に関する研修会での講演 

 各地域・職場における研修会等において、地域社会における薬物乱用防止に関する

内容を盛り込んだ講演等を行い、参加者の薬物乱用防止の意識向上を図ります。【（公

財）埼玉県暴力追放・薬物乱用防止センター】 

 

○子供安全見守り講座での違法薬物購入などインターネットトラブルの防止 

 ネットアドバイザーを小・中学校や地域の青少年健全育成団体等の研修会に派遣

し、インターネットの危険性と保護者の役割について啓発する「子ども安全見守り講

座」を実施して、フィルタリング等インターネットの適正な利用を推進し、違法薬物

の購入など青少年を有害情報から守る取組を行います。【青少年課】 

 

○各種広報媒体を活用した薬物乱用防止啓発情報の発信 

  テレビ・ラジオ・広報紙・ホームページ等の広報媒体を活用し、県民に薬物乱用を

未然に防止するための最新の情報を発信します。とりわけ若年層を中心とした大麻乱

用の実態や大麻栽培施設の特徴について広く情報発信します。【薬務課、少年課、薬

物銃器対策課】 

 

○報道番組での薬物乱用事案の発信 

 ニュース番組等で薬物に関する事件報道を行い、その違法性や危険性を訴えるとと

もに、各種団体が行うキャンペーンの取材を通して、県民・視聴者に予防啓発や犯罪

防止を図ります。【（株）テレビ埼玉】 

 

○不動産関係団体による危険ドラッグ等薬物乱用防止啓発 

 不動産関係団体の会員の店頭等において危険ドラッグ等の薬物乱用防止の啓発を

実施します。【（公社）埼玉県宅地建物取引業協会、（公社）全日本不動産協会埼玉県

本部】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組６：地域住民への啓発活動の推進 

取組７：青少年を有害情報から守る取組の強化 

取組５：各種媒体を用いた薬物乱用防止啓発情報の発信 



                       

36 

 

 

○薬物乱用防止啓発資材の作成・配布 

・薬物乱用防止や非行防止に関するリーフレット等を作成して、街頭キャンペーンや

地域でのイベント等において配布します。【薬務課、保健所】 

・関係機関や事業者、青少年の健全育成に取り組む民間団体等と連携して、薬物乱用

防止等の内容を盛り込んだリーフレットを作成し、街頭キャンペーン等において、

県内全ての中・高生とその保護者等に配布します。【青少年課】 

・県運転免許センター、各警察署及び県内の自動車教習所等において、薬物乱用防止

の啓発資材の掲示や配布に協力し、薬物による危険運転及び交通事故の未然防止を

図ります。【交通総務課・運転免許課】 

・違法薬物に接触する危険性の高いとされる有職少年・無職少年及び無職の成人が多

く集まる場所で、薬物乱用防止に関するポスターやチラシ等の掲示や配布を行い、

薬物乱用防止の啓発を実施します。【薬務課】 

・市町村における成人式に出席する新成人においてチラシ等の啓発資材を配布し、薬

物乱用防止の意識の向上を図ります。【薬務課】 

・県の包括連携協定に基づき、関係企業等の協力を得ながら啓発活動を実施します。

【薬務課】 

 

〇パスポートセンターにおける薬物乱用防止ポスター等の掲示 

 税関の水際取締りに対する国民の理解及び協力を得ることについて、パスポートセ

ンターにおいてポスターの掲示、小冊子「海外旅行者向け通関案内」の配布を依頼し

ます。【財務省東京税関】 

 

○薬物乱用防止啓発ポスターコンクールの優秀作品の活用 

 薬物乱用防止啓発ポスターコンクールの優秀作品を活用した啓発資材を作成し、会

員薬局店頭等で配布し啓発します。【（一社）埼玉県薬剤師会】 

 

○薬物乱用防止啓発小冊子等の作成配布及び活用 

 薬物乱用防止を啓発する小冊子等を作成し、関係機関及び関係団体を通じ配布しま

す。また、薬物乱用防止啓発ＤＶＤ等の貸出を行います。【（公財）埼玉県暴力追放・

薬物乱用防止センター】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組８：青少年、家庭及び地域社会に向けた薬物乱用防止啓発資材の作成・配布等 
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○薬物乱用防止教室の講師を対象とした研修会の実施 

・薬物乱用防止教室の講師となる者を対象とした研修会を実施し、講師の知識及び指

導力の向上を図ります。【薬務課、保健所】 

・薬物乱用防止教育研修会及び学校薬剤師研修会を実施し、薬物乱用防止教育を担う、

教職員や学校薬剤師等の指導力の向上を図ります。【保健体育課】 

・薬物乱用防止指導員の資質向上を図るため研修会を実施します。【埼玉県薬物乱用

防止指導員連合協議会】 

 

○薬物乱用防止指導員の活動促進 

 薬物乱用防止指導員（400名：令和２年４月１日現在）のうち、薬物乱用防止教室、

街頭キャンペーン及び募金活動などの薬物乱用防止に関する活動に参加する指導員

の増加を図ります。【薬務課、保健所】 

 

○「暴力追放・薬物乱用防止埼玉県民大会」の開催 

 県警察との共催により暴力追放・薬物乱用防止埼玉県民大会を開催し、暴力追放功

労者及び団体、暴力追放・薬物乱用防止功労者及び団体の表彰を行い、薬物乱用防止

活動の向上を図ります。【（公財)埼玉県暴力追放・薬物乱用防止センター】 

 

 

 学校や地域社会における薬物乱用防止の教育や学習を推進するためには、啓発用資材等

の充実を図るとともに、薬物乱用の有害性や危険性等に関する正しい知識を効果的に伝え

る人材を育成する必要があります。 

 また、学校や地域社会における様々な普及啓発活動は継続的に行うことが重要であるた

め、各活動を積極的に支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組９：薬物乱用防止活動を担う人材の育成 

施策３：薬物乱用防止のための普及啓発への支援の充実 
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○薬物乱用防止教室等への講師派遣 

 県職員、薬物乱用防止指導員、非行防止指導班「あおぞら」、警察署職員及びさい

たま法務少年支援センター非行防止相談室ひいらぎ（さいたま少年鑑別所）職員等を

講師として派遣します。【薬務課、保健所、少年課、薬物銃器対策課、さいたま法務

少年支援センター非行防止相談室ひいらぎ（さいたま少年鑑別所）】 

 

○学校・家庭等での薬物乱用防止教育への支援 

・小・中・高等学校における学校だよりや保健だより等に薬物乱用防止に関する記事

の掲載を依頼し、家庭内での学習の支援を行います。【薬務課】 

・薬物乱用防止に取り組む団体等の先駆的な取り組みや工夫を凝らした効果的な取り

組み事例に関する情報を収集し、情報の提供を行います。【薬務課】 

・薬物乱用防止啓発用のＤＶＤやビデオのほか薬物標本の貸出を行います。【薬務課、

保健所】 

・教員や学校薬剤師等を対象に、非行少年・犯罪者の心理分析等を専門とする職員が、

薬物非行の少年の特徴や薬物非行の原因、薬物乱用への対応方法について研修を行

います。【さいたま法務少年支援センター非行防止相談室ひいらぎ（さいたま少年

鑑別所）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

取組 10：啓発活動への支援 
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○薬物依存症治療に係る医療体制の整備 

・県内精神科医療機関に対し、認知行動療法や依存症集団療法などによる薬物依存症

治療の必要性の説明や、薬物依存症治療の取組みについて依頼します。また、薬物

依存症治療に係る研修会において、情報提供を行います。【疾病対策課】 

・医療関係者向けに、薬物依存症についての研修を行い、医療体制の充実を図ります。

【疾病対策課、精神医療センター】 

 

○薬物依存症者に対する医療の提供 

 薬物依存症者に対する入院・外来医療を提供し、治療を行います。また、集団認知

行動療法プログラムを導入し、効果的な治療を推進します。【精神医療センター】 

 

○薬物依存症者及びその家族への支援 

 保健所や精神保健福祉センター等において、薬物依存症者及びその家族等からの相

談に応じる中で医療機関への受診を勧奨します。また、家族等に対して適切な対応を

学ぶための講座等を開催し薬物依存症者の治療に結びつけます。【精神保健福祉セン

ター、精神医療センター、疾病対策課、薬務課、保健所】 

２ 回復支援に関わる取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幻覚・妄想等の薬物中毒症状を呈した薬物依存症者に対しては適切な医療を提供する必

要がありますが、同時に、薬物依存症について適切な対処を可能とする医療体制の整備が

重要です。 

 また、薬物依存症者を早急に治療に結びつけるためには、家族や周囲の協力が必要です。 

 そこで、県と保健所設置市が連携して薬物依存症者及びその家族等を支援します。また、

県は、医療機関における薬物依存症治療体制を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標Ⅱ：薬物依存症からの回復の支援及び薬物乱用者の家族等への

支援の充実強化による再乱用防止の徹底 

 

施策４：薬物依存治療体制の充実 

施策５：社会復帰支援に向けた回復支援の充実強化 

施策６：関係機関による相談体制の充実強化 

施策４：薬物依存治療体制の充実 

 

取組 12：薬物依存症治療に係る医療体制の整備 

取組 11：薬物依存症者に対する医療の提供 
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○青少年の非行立ち直り支援の実施 

 非行等につまずいた青少年の立ち直りを支援するため、県内の民間団体等の協力を

得て、社会体験や就労体験等の場を提供し、社会とのつながりを自覚させ立ち直りを

促進していきます。また、保護者等が相談できる体制を整備するとともに、保護者同

士による交流会等を開催し、薬物乱用を含む非行問題に悩む家族を支援していきま

す。【青少年課】 

 

〇保護観察付き執行猶予求刑 

 犯罪事実に規制薬物、指定薬物、危険ドラッグの罪に当たる事実を含む者で、依存

性薬物の使用を反復する傾向が強い者に対して、事案により、保護観察付き執行猶予

求刑を行い、保護観察所が行う薬物再乱用防止処遇プログラムの受講につながるよう

配慮します。【さいたま地方検察庁】新 

 

○薬物事犯者（仮釈放者、執行猶予者等）に対する更生支援 

・執行猶予付き判決が見込まれる薬物事犯被疑者に対し、薬物依存症の相談窓口等を

教示し、社会復帰後の薬物再乱用防止を促します。【薬物銃器対策課】新 

・仮釈放者及び保護観察付執行猶予者のうち、一定の要件を満たしている覚醒剤等薬

物事犯者を対象に「薬物再乱用防止プログラム」を実施することにより、覚醒剤等

薬物事犯者の更生を支援します。また、同プログラムの受講を義務付けられていな

い保護観察対象者に対しても、同人らの断薬継続に向けた自発的意思に基づく簡易

薬物検出検査を実施します。【さいたま保護観察所】 

・少年鑑別所に在所する少年の健全な育成のための支援として、少年の自主性を尊重

しつつ、薬物乱用防止に関する視聴覚教材を用いて薬物の危険性の理解を促すな

ど、薬物非行防止に必要な指導・助言を行います。【さいたま少年鑑別所】 

・少年鑑別所に在所する少年の薬物乱用状況を調査し、薬物への依存の状態や薬物の

再使用に関連する要因等の情報を少年院や保護観察所に引継ぎ、少年の立ち直りに

役立てます。【さいたま少年鑑別所】 

 

 

薬物を乱用してしまった場合には、早期発見・早期対応が重要となり、薬物乱用者の状

態及び状況に応じた適切な対応が必要です。特に、薬物の再乱用防止には、薬物依存症の

治療のみならず社会復帰の支援を行う必要があります。 

 そこで、薬物回復支援団体と連携した相談事業を通じて、薬物依存症者の社会復帰を支

援します。 

 また、青少年の非行立ち直り支援の一環として、薬物乱用者とその家族等を支援するこ

とにより、薬物の再乱用防止を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策５：社会復帰支援に向けた回復支援の充実強化 

 

取組 13：薬物事犯者に対する更生支援 
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○回復支援に取り組む団体への連携支援  

 相談機関から紹介された薬物依存者やその家族等の相談に対応し、回復支援に取り

組む団体は、薬物依存症対策において重要である。その団体が継続して適切な回復支

援に取り組むことが出来るよう、連携し必要な支援を行います。【疾病対策課】 

・関東信越厚生局麻薬取締部における検挙者のうち、薬物犯罪初犯の者で保護観察が

つかない執行猶予判決を受けた者に対して「再乱用防止対策プログラム」を実施し

ます。【関東信越厚生局麻薬取締部】 

 

○薬物依存離脱指導の実施 

 再犯防止に向けた施策の一環として「麻薬・覚醒剤・その他の薬物に対する依存が

ある在所者」を対象に、薬物依存の認識と自己の問題点を理解させ、再び薬物を乱用

しない方策を考えさせ、社会復帰後も薬物に手を出さずに生活していく決意を固めさ

せることを目的とした指導を行います。【川越少年刑務所】 

 

〇埼玉県再犯防止推進計画の策定及び推進 

  埼玉県再犯防止推進計画を策定し、薬物依存を有する者等への支援として、同計画

に盛り込まれた県の取組を推進します。【社会福祉課】新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

取組 14：回復支援に取組む団体との連携 
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○薬物相談の実施 

・保健所や精神保健福祉センター等において薬物に関する相談に応じます。【精神保

健福祉センター、疾病対策課、薬務課、保健所】 

・非行少年・犯罪者の心理分析等を専門とする職員が、薬物乱用等の問題行動がある

方やその家族からの相談に応じて面接や心理検査等を行い、適切な支援の方法につ

いて提案します。【さいたま法務少年支援センター非行防止相談室ひいらぎ（さい

たま少年鑑別所）】新 

 

〇相談窓口の周知徹底 

・薬物に悩む県民が早期にかつ確実に窓口にたどり着けるよう、広報紙、リーフレッ

ト、ホームページ等の各種広報媒体及びロックフェス等のイベントにおいて、相談

窓口の周知を行います。【精神保健福祉センター、薬務課、保健所】 

・依存症対策の啓発資材を活用し、相談窓口を周知します。【精神保健福祉センター】 

・依存症対策フォーラムを開催し、依存症からの回復についての講演と支援を行う関

係機関の紹介を行います。【精神保健福祉センター】 

 

 

薬物乱用の問題への対応や薬物依存症からの回復のためには、薬物乱用者・依存症者本

人への支援はもとより、家族等による薬物乱用者・依存症者への適切な対応が重要です。 

 そこで、薬物乱用者・依存症者やその家族等からの相談に応じ、薬物乱用からの脱却や

薬物依存症からの回復のための支援を行います。 

 また、薬物乱用者・依存症者及びその家族等が、早期にかつ確実に相談窓口にたどり着

けるよう働きかけを行います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組 15：薬物問題に対する相談体制の充実 

施策６：関係機関による相談体制の充実強化 
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○家族及び関係者への支援 

・薬物依存症者の家族が依存症や対応方法などについて学べる薬物依存症家族教室を

開催します。【精神保健福祉センター、精神医療センター】 

・家族を対象とするＣＲＡＦＴグループを開催し、本人への具体的な対応方法の指導

を行います。また、心理教育資材を家族及び関係者等に配布するとともに、個別相

談及び家族教室を通じて依存問題への対応について助言を行います。【精神保健福

祉センター】 

・保護観察付執行猶予者及び仮釈放者に対する薬物依存からの回復支援及び安定した

社会生活の支援を効果的に実施するため、「薬物依存問題に係る地域連携協議会」

を設置し、関係機関及び民間支援団体と連携を図ります。【さいたま保護観察所】 

・薬物依存問題に係る地域連携会議及び埼玉社会復帰支援ネットワーク協議会に参加

するとともに、さいたま保護観察所主催の薬物事犯者処遇プログラム及び家族会へ

協力して、保護観察対象者（薬物依存症者）及びその家族への精神保健福祉相談や

依存症治療を支援します。【精神保健福祉センター】 

・依存症対策連携会議を開催し、薬物依存からの回復の支援に取り組む関係者に向け

た研修、技術協力及び情報提供を行うことで、依存症者の支援等を行う関連機関の

連携を図ります。【精神保健福祉センター】 

・薬物事犯者の家族を対象に家族会を開催し、薬物依存症に関する正しい知識、家族

としての本人に対する適切な対応方法、薬物依存症からの回復支援を担う地域の関

係機関・団体に関する情報等について講義するとともに、座談会による出席者同士

の交流の機会を提供することを通じ、薬物事犯者の家族を支援します。【さいたま

保護観察所】 

 

○保護観察官及び保護司等への研修の実施 

 保護観察対象者の指導及び助言を適切に行うため、保護観察官及び保護司等を対象

に薬物乱用防止に関する講演会や研修会を開催します。【さいたま保護観察所、精神

保健福祉センター】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

取組 16：回復支援に取組む関係者への支援 
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○違法薬物の取締りの強化 

 違法薬物の供給源となる密輸・密売組織の壊滅と大麻栽培事犯の摘発、需要となる

大麻や覚醒剤等の末端乱用者の取締りを両輪に違法薬物の根絶に取り組みます。【薬

物銃器対策課】 

 

○取締強化期間における取締りの実施 

 社会悪物品及びテロ関連物質の密輸の阻止を図ることを目的として取締強化期間

を設け、重点的・集中的な取締りに取り組みます。【財務省東京税関】 

 

〇大麻製品流通の阻止 

 大麻事犯の増加及び大麻リキッド等の新たな大麻製品が流通している現状に鑑み、

関係機関と情報を共有し連携を密にして取締強化を図ります。【関東信越厚生局麻薬

取締部】新 

 

○不正大麻・けしの正しい知識の普及啓発と除去 

 不正大麻・けし撲滅運動を実施し、大麻・けしに関する正しい知識の啓発を行いま

す。また、不正大麻・けしの発見及び除去を行います。【薬務課、保健所】 

３ 取締指導に関わる取組 

 

 

 

 

 

 

 

薬物乱用を防止するためには、薬物の供給源となる密売組織を壊滅し、薬物を入手でき

ない社会を目指すとともに、薬物密売組織の維持・拡大を支える末端乱用者に対する取締

りを徹底し、薬物需要の根絶を図る必要があります。 

 そこで、薬物事犯者の検挙を徹底し、薬物事犯の発生防止に取り組みます。また、自生

する又は不正に栽培している大麻やけしの除去を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標Ⅲ：取締指導の充実強化による乱用薬物の流通阻止の徹底 

施策７：大麻、麻薬、覚醒剤等の規制薬物の取締りの充実強化 

施策８：正規流通麻薬、向精神薬等の適正な管理の徹底 

施策９：多様化する乱用薬物等に対する迅速な対応による薬物の流通阻止 

施策７：大麻、麻薬、覚醒剤等の規制薬物の取締りの充実強化 

 

取組 17：薬物密輸・密売組織の壊滅、末端乱用者に対する取締りの徹底 

取組 18：不正大麻・けし撲滅運動の実施 
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○医療機関等への監視指導 

 医療機関等の麻薬、向精神薬及び覚醒剤原料取扱施設を監視指導することにより麻

薬等の適正な管理の徹底を指導します。【薬務課、保健所】 

 

○医療用麻薬等の適正使用 

 医療用の麻薬、向精神薬及び覚醒剤原料の適正使用について、保健所による麻薬取

扱者の免許手続き時等に指導を行うほか、麻薬卸売業者の関係団体を通じて働きかけ

を行います。【薬務課、保健所】 

 

○麻薬処方箋の偽造等への注意喚起 

 処方箋の偽造又は変造による向精神薬等の不正入手を防止するため、薬局や関係団

体に対して注意喚起を行います。【薬務課、保健所】 

 

 

正規に流通している麻薬、向精神薬や覚醒剤原料は医療に欠かせません。 

 これらの薬物が不正に売買され、あるいは薬物乱用者の手に渡ることのないよう、医療

機関等の麻薬、向精神薬及び覚醒剤原料取扱施設を監視指導することにより、不正流通、

事故及び法令違反の未然防止に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策８：正規流通麻薬、向精神薬等の適正な管理の徹底 

 

取組 19：医療機関等への監視指導の徹底 

取組 20：偽造・変造処方箋対策の徹底 
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○危険ドラッグの販売方法への対応 

・危険ドラッグのインターネット販売に対する監視指導を行い、その排除に取り組み

ます。【薬務課】 

・危険ドラッグの販売形態の実態を把握するとともに、その排除に取り組みます。【薬

務課、薬物銃器対策課】 

 

○危険ドラッグの検査及び調査研究 

・危険ドラッグの買上検査を行い、法又は条例で規制されている薬物が検出された場

合は販売業者等を検挙するとともに、検査結果を公表し県民の健康被害等の発生を

防止します。また、未規制の薬物を検出した場合は、国及び他の地方公共団体と連

携し調査研究を行い、新たな規制の対象にします。【薬務課、衛生研究所】 

・薬物に関する調査研究及び情報収集を行います。また、最新の薬物の標準品を確保

し危険ドラッグの検査を迅速に行います。【衛生研究所】 

 

○知事指定薬物の指定及び販売店舗の監視 

 法規制の及んでいない精神毒性のある薬物を条例に基づき知事指定薬物に指定

します。このことにより知事指定薬物の製造、栽培、販売、授与、所持、使用及び

使用する場所の提供・あっせんを規制します。また、知事指定薬物を取り扱う場所

等に薬事監視員と警察職員が立入調査を行います。【薬務課、薬物銃器対策課】 

 

 

法規制が及ばない危険ドラッグ等の薬物を条例で規制するとともに、多様化する販売形

態の調査及び取締りを強化し、危険ドラッグによる健康被害発生の未然防止に取り組みま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組 22：新たな乱用薬物等の流通及び使用実態の把握 

施策９：多様化する乱用薬物等に対する迅速な対応による薬物の流通阻止 

取組 21：知事指定薬物の迅速な指定による規制の強化 
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○販売店舗の排除 

 危険ドラッグ販売店舗の情報収集を行い、発見した場合は直ちにその排除に取り組

みます。【薬務課、薬物銃器対策課】 

 

○建物賃貸借契約における危険ドラッグ販売店等の排除 

 協定に基づき会員に提供している建物賃貸借契約書例の特約事項欄、重要事項説明

書の記載例として、危険ドラッグの販売等を禁止する事項及び当該禁止事項に違反し

た場合の契約を解除する事項を作成し、会員へ周知することにより、危険ドラッグの

販売店等の出店を未然に防止します。【薬務課、（公社）埼玉県宅地建物取引業協会、

（公社）全日本不動産協会埼玉県本部】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

取組 23：危険ドラッグ等の監視指導の強化 
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